
○郡 山 市 屋 外 広 告 物 条 例 施 行 規 則  

令 和 ３ 年 ５ 月 2 9 日 

郡 山 市 規 則 第 39 号  

(趣 旨 ) 

第 １条  この規 則 は、郡 山 市 屋 外 広 告 物 条 例 (平 成 ８年 郡 山 市 条 例 第 57 号 。以 下 「条 例 」と

いう。)の施 行 に関 し必 要 な事 項 を定 めるものとする。 

(禁 止 地 域 等 の指 定 ) 

第 ２条  条 例 第 ３条 第 ２号 の規 則 で指 定 する地 域 は、次 の表 の左 欄 の種 別 の建 造 物 に応 じ、

それぞれ同 表 の右 欄 に掲 げる地 域 とする。 

種 別  地 域  

重 要 文 化 財  当 該 建 造 物 の最 外 側 から水 平 距 離 300 メートルの範 囲 内 の地 域  

重 要 有 形 民 俗 文 化 財  当 該 建 造 物 の最 外 側 から水 平 距 離 300 メートルの範 囲 内 の地 域  

２ 条 例 第 ３条 第 ３号 の規 則 で指 定 する地 域 は、福 島 県 指 定 重 要 文 化 財 として指 定 された

建 造 物 の最 外 側 から水 平 距 離 300 メートルの範 囲 内 の地 域 とする。 

３ 条 例 第 ３条 第 ９号 の規 則 で指 定 するものは、野 球 場 とする。 

４ 条 例 第 ３条 第 10 号 の規 則 で指 定 する区 域 は、別 表 第 １の左 欄 に掲 げる路 線 についてそ

れぞれ同 表 の中 欄 及 び右 欄 に掲 げる禁 止 区 間 及 び禁 止 区 域 とする。 

５ 条 例 第 ３条 第 15 号 の規 則 で指 定 する地 域 は、郡 山 市 猪 苗 代 湖 湖 岸 周 辺 景 観 づくり重

点 地 区 とする。 

(許 可 の申 請 ) 

第 ３条  条 例 第 ５条 、第 ６条 第 ４項 又 は第 ７条 の許 可 を受 けようとする者 は、屋 外 広 告 物 許 可

申 請 書 (第 １号 様 式 )に次 に掲 げる書 類 等 を添 付 して、市 長 に提 出 しなければならない。た

だし、当 該 許 可 の申 請 が、はり紙 、はり札 等 、立 看 板 等 、広 告 旗 その他 軽 易 な屋 外 広 告

物 に係 るものである場 合 において、市 長 が必 要 がないと認 めるときは、その書 類 等 の全 部

又 は一 部 の添 付 を省 略 することができる。 

(1) 屋 外 広 告 物 (以 下 「広 告 物 」という。)を表 示 し、又 は広 告 物 を掲 出 する物 件 (以 下 「掲

出 物 件 」という。)を設 置 する場 所 及 びその周 囲 の状 況 を知 り得 る図 面 又 は写 真  

(2) 広 告 物 又 は掲 出 物 件 の形 状 、寸 法 、材 料 、構 造 、意 匠 、色 彩 等 に関 する仕 様 書 及 び

図 面  

(3) 他 の法 令 の規 定 により許 可 等 を要 する場 合 は、当 該 許 可 等 を受 けていることを証 する

書 面 の写 し 

(許 可 地 域 等 の指 定 ) 

第 ４条  条 例 第 ５条 第 １号 の規 則 で指 定 する区 域 は、別 表 第 ２の左 欄 に掲 げる路 線 について

それぞれ同 表 の中 欄 及 び右 欄 に掲 げる許 可 区 間 及 び許 可 区 域 とする。 

２ 条 例 第 ５条 第 ３号 の規 則 で指 定 する地 域 又 は場 所 は、第 ２条 第 ４項 に規 定 する禁 止 地 域

における戸 数 30 戸 以 上 の家 屋 連 たん地 区 (以 下 「家 屋 連 たん地 区 」という。)とする。 

(適 用 除 外 の基 準 等 ) 

第 ５条  条 例 第 ６条 第 １項 第 ３号 の規 則 で定 める基 準 は、表 示 する内 容 及 び面 積 についてそ

れぞれ次 のとおりとする。 

(1) 表 示 内 容  寄 贈 者 の氏 名 又 は名 称 、住 所 又 は所 在 地 、寄 贈 年 月 日 、寄 贈 目 的 その

他 の当 該 寄 贈 に関 する事 項 であること。 



(2) 表 示 面 積  表 示 方 向 から見 た当 該 施 設 又 は当 該 物 件 の外 郭 線 内 を一 平 面 とみなし

た場 合 の当 該 平 面 の面 積 の 20 分 の１以 内 で、かつ、0.5 平 方 メートル以 下 であること。 

２ 条 例 第 ６条 第 ２項 の規 則 で定 める基 準 は、表 示 面 積 が５平 方 メートル以 下 のものとする。

ただし、官 公 署 の庁 舎 に掲 出 するものにあっては、50 平 方 メートル以 下 のものとする。 

３ 条 例 第 ６条 第 ３項 第 １号 から第 ３号 まで及 び第 ６号 の規 則 で定 める基 準 は、次 の表 のとお

りとする。 

区 分  表 示 面 積 等  

条 例 第 ６条 第 ３項 第 １号 (自 己

用 ) 

すべての表 示 面 積 が 15 平 方 メートル以 下 であること。 

条 例 第 ６条 ３項 第 ２号 (管 理

用 ) 

管 理 者 の氏 名 (名 称 )、住 所 (所 在 地 )、連 絡 先 又 は管 理 のた

めの注 意 事 項 を内 容 とし、表 示 面 積 が５平 方 メートル以 下 の

もの 

条 例 第 ６条 第 ３項 第 ３号 (公 共

的 目 的 用 ) 

(1) 道 標  １面 の表 示 面 積 が１平 方 メートル以 下 のもの 

(2) 案 内 図 板 等  １面 の表 示 面 積 が２平 方 メートル以 下 のも 

  の 

条 例 第 ６条 第 ３項 第 ６号 (自 動

車 又 は電 車 用 ) 

次 のいずれかに該 当 するもので、蛍 光 、発 光 又 は反 射 を伴 う

塗 料 又 は素 材 を使 用 しないもの 

(1) 表 示 面 積 が５平 方 メートル以 下 であるもの 

(2) 自 己 の氏 名 、名 称 、店 名 若 しくは商 標 又 は自 己 の事 業

若 しくは営 業 の内 容 を表 示 するもの 

４ 条 例 第 ６条 第 ４項 第 １号 から第 ３号 までの規 則 で定 める基 準 は、次 の表 のとおりとする。 

区 分  表 示 面 積  

条 例 第 ６条 第 ４項 第 １号 (自 己

用 ) 

すべての表 示 面 積 が 15 平 方 メートルを超 え 30 平 方 メートル

以 下 であること。 

条 例 第 ６条 第 ４項 第 ２号 (公 共

的 目 的 用 ) 

(1) 道 標  １面 の表 示 面 積 が１平 方 メートルを超 え２平 方 メー

トル以 下 のもの 

(2) 案 内 図 板 等  １面 の表 示 面 積 が２平 方 メートルを超 え５

平 方 メートル以 下 のもの 

条 例 第 ６条 第 ４項 第 ３号 (自 動

車 又 は電 車 用 ) 

蛍 光 、発 光 又 は反 射 を伴 う塗 料 又 は素 材 を使 用 しないもの 

５ 条 例 第 ６条 第 ５項 第 １号 及 び第 ２号 の規 則 で定 める基 準 は、次 の表 のとおりとする。 

区 分  表 示 面 積  

条 例 第 ６条 第 ５項 第 １号 (自 己

用 ) 

(1) 石 垣 及 び擁 壁  すべての表 示 面 積 が５平 方 メートル以

下 であること。 

(2) 送 電 塔 、送 受 信 塔 及 び照 明 塔 並 びに煙 突 及 びタンク

類 すべての表 示 面 積 が 15 平 方 メートル以 下 であること。 

条 例 第 ６条 第 ５項 第 ２号 (管 理

用 ) 

表 示 面 積 が５平 方 メートル以 下 のもの 



６ 条 例 第 ６条 第 ６項 の規 則 で定 める基 準 は、次 の表 のとおりとする。 

種 類  表 示 面 積 等  

はり紙 又 ははり札 等  表 示 掲 出 期 間 並 びに表 示 掲 出 者 の氏 名 及 び住 所 が明 示 さ

れ、かつ、表 示 面 積 が１平 方 メートル以 下 のもの 

立 看 板 等  表 示 掲 出 期 間 並 びに表 示 掲 出 者 の氏 名 及 び住 所 が明 示 さ

れ、かつ、表 示 面 積 が２平 方 メートル以 下 のもの 

(国 又 は地 方 公 共 団 体 の届 出 ) 

第 ６条  条 例 第 ６条 第 ２項 の規 定 による届 出 は、屋 外 広 告 物 表 示 (設 置 )届 (第 ２号 様 式 )に次

に掲 げる書 類 等 を添 付 して行 わなければならない。ただし、市 長 が必 要 がないと認 めるとき

は、その書 類 等 の全 部 又 は一 部 の添 付 を省 略 することができる。 

(1) 広 告 物 を表 示 し、又 は掲 出 物 件 を設 置 する場 所 及 びその周 囲 の状 況 を知 り得 る図 面

又 は写 真  

(2) 広 告 物 又 は掲 出 物 件 の形 状 、寸 法 、材 料 、構 造 、意 匠 、色 彩 等 に関 する仕 様 書 及 び

図 面  

(道 路 沿 線 禁 止 地 域 における適 用 除 外 の基 準 等 ) 

第 ７条  条 例 第 ７条 各 号 の規 則 で定 める基 準 は、別 表 第 ３に定 めるとおりとする。 

(許 可 の基 準 等 ) 

第 ８条  条 例 第 10 条 第 １項 及 び第 12 条 第 １項 の許 可 の期 間 及 び許 可 の基 準 は、別 表 第 ４

に定 めるとおりとする。 

(許 可 の更 新 の申 請 ) 

第 ９条  条 例 第 10 条 第 ３項 の許 可 の更 新 を受 けようとする者 は、屋 外 広 告 物 許 可 更 新 申 請

書 （第 ３号 様 式 ）及 び屋 外 広 告 物 安 全 点 検 報 告 書 （第 ３号 様 式 の２）に許 可 の更 新 を受 け

ようとする広 告 物 の現 状 を示 すカラー写 真 を添 付 して、許 可 の期 間 の満 了 前 １月 までに市

長 に提 出 しなければならない。 

(変 更 の許 可 の申 請 ) 

第 10 条  条 例 第 11 条 第 １項 の許 可 を受 けようとする者 は、屋 外 広 告 物 変 更 許 可 申 請 書 (第

４号 様 式 )に第 ３条 第 ２号 に掲 げる書 類 等 を添 付 して、市 長 に提 出 しなければならない。 

(軽 微 な変 更 ) 

第 11 条  条 例 第 11 条 第 １項 の規 則 で定 める軽 微 な変 更 は、広 告 物 又 は掲 出 物 件 の表 示

内 容 、色 彩 、意 匠 、形 状 、寸 法 及 び構 造 に変 更 を加 えない程 度 の塗 り替 え、補 強 又 は修

繕 とする。 

(許 可 証 票 等 ) 

第 12 条  条 例 第 13 条 第 １項 の規 則 で定 める許 可 証 票 は、第 ５号 様 式 のとおりとし、許 可 の

押 印 及 び打 刻 印 は、第 ６号 様 式 及 び第 ７号 様 式 のとおりとする。 

（管理者の設置が不要な広告物又は掲出物件） 

 第 12 条 の２ 条 例 第 14 条 の２第 １項 ただし書 の規 則 で定 める広 告 物 又 は掲 出 物 件 は、次 に

掲 げるものとする。 

(1) はり紙  

(2) はり札 等  

(3) 立 看 板 等  

(4) 広 告 旗  



(5) 広 告 幕  

(6) アドバルーン 

(7) 自 動 車 又 は電 車 に表 示 する広 告 物  

(8) 建 物 の外 壁 面 に表 示 する広 告 物  

(9) 条 例 第 ６条 第 １項 に規 定 する広 告 物 又 は掲 出 物 件  

(10)条 例 第 ６条 第 ２項 に規 定 する広 告 物 又 は掲 出 物 件  

（有 資 格 者 が管 理 する広 告 物 又 は掲 出 物 件 ） 

第 12 条 の３ 条 例 第 14 条 の２第 ２項 の規 則 で定 める広 告 物 又 は掲 出 物 件 は、地 上 から広

告 物 又 は掲 出 物 件 の上 端 までの距 離 が４メートルを超 えるものとする。 

（有 資 格 者 ） 

第 12 条 の４ 条 例 第 14 条 の２第 ２項 の規 則 で定 める者 は、次 の各 号 のいずれかに該 当 する

者 とする。 

(1) 建 築 士 法 （昭 和 25 年 法 律 第 202 号 ）第 ２条 第 ２項 に規 定 する１級 建 築 士 又 は同 条 第

３項 に規 定 する２級 建 築 士  

(2) 条 例 第 37 条 第 １項 第 ４号 に規 定 する者  

(3) 市 長 が認 める団 体 が公 益 目 的 事 業 として実 施 する広 告 物 等 の点 検 に関 する技 能 講

習 を修 了 した者  

(4) 前 ３号 に掲 げる者 のほか、市 長 が適 当 と認 める者  

（点 検 ） 

第 12 条 の５ 条 例 第 14 条 の３第 １項 の規 則 で定 める点 検 は、広 告 物 又 は掲 出 物 件 の種 類

及 び特 性 に応 じて、基 礎 部 及 び上 部 構 造 のぐらつき、支 持 部 及 び取 付 部 の腐 食 又 は変

形 、広 告 板 の腐 食 、破 損 又 は変 形 、照 明 装 置 の破 損 その他 市 長 が定 める項 目 について

行 うものとする。 

２ 第 12 条 の２の規 定 は、条 例 第 14 条 の３第 １項 ただし書 の規 則 で定 める広 告 物 又 は掲 出

物 件 について準 用 する。 

３ 第 12 条 の３の規 定 は、条 例 第 14 条 の３第 ２項 の規 則 で定 める広 告 物 又 は掲 出 物 件 につ

いて準 用 する。 

４ 前 条 の規 定 は、条 例 第 14 条 の３第 ２項 の規 則 で定 める者 について準 用 する。 

(除 却 の届 出 ) 

第 13 条  条 例 第 15 条 第 ２項 の規 定 による届 出 は、屋 外 広 告 物 除 却 届 (第 ８号 様 式 )により

行 うものとする。 

(保 管 した広 告 物 又 は掲 出 物 件 を売 却 する場 合 の手 続 ) 

第 14 条  条 例 第 18 条 第 ４項 の規 定 による保 管 した広 告 物 又 は掲 出 物 件 の売 却 は、競 争 入

札 に付 して行 わなければならない。ただし、競 争 入 札 に付 しても入 札 者 がない広 告 物 又 は

掲 出 物 件 その他 競 争 入 札 に付 することが適 当 でないと認 められる広 告 物 又 は掲 出 物 件 に

ついては、随 意 契 約 により売 却 することができる。 

(保 管 した広 告 物 又 は掲 出 物 件 を返 還 する場 合 の手 続 ) 

第 15 条  市 長 は、条 例 第 18 条 第 １項 の規 定 により保 管 した広 告 物 又 は掲 出 物 件 (同 条 第 ４

項 の規 定 により売 却 した代 金 を含 む。以 下 この条 において同 じ。)を返 還 するときは、返 還

を受 ける者 にその者 が当 該 保 管 した広 告 物 又 は掲 出 物 件 の所 有 者 、占 有 者 その他 当 該

広 告 物 又 は掲 出 物 件 について権 原 を有 する者 であることを証 明 させ、かつ、受 領 書 (第 ９

号 様 式 )と引 換 えに返 還 するものとする。 



(身 分 証 明 書 ) 

第 16 条  条 例 第 19 条 第 ２項 の身 分 を示 す証 明 書 は、第 10 号 様 式 のとおりとする。 

(管 理 者 等 の届 出 ) 

第 17 条  条 例 第 21 条 第 １項 の規 定 による届 出 は、屋 外 広 告 物 管 理 者 設 置 届 (第 11 号 様

式 )により行 うものとする。 

２ 条 例 第 21 条 第 ２項 の規 定 による届 出 は、屋 外 広 告 物 管 理 者 変 更 届 (第 12 号 様 式 )によ

り行 うものとする。 

３ 条 例 第 21 条 第 ３項 の規 定 による届 出 は、屋 外 広 告 物 表 示 者 (設 置 者 )変 更 届 (第 13 号

様 式 )により行 うものとする。 

４ 条 例 第 21 条 第 ４項 の規 定 による届 出 は、屋 外 広 告 物 表 示 者 (設 置 者 )氏 名 等 変 更 届 (第

14 号 様 式 )により行 うものとする。 

５ 条 例 第 21 条 第 ５項 の規 定 による届 出 は、屋 外 広 告 物 滅 失 届 (第 15 号 様 式 )により行 うも

のとする。 

(登 録 の申 請 等 ) 

第 18 条  条 例 第 24 条 第 １項 に規 定 する申 請 は、屋 外 広 告 業 登 録 申 請 書 (第 16 号 様 式 )

により行 うものとする。 

２ 条 例 第 24 条 第 ２項 に規 定 する誓 約 する書 面 (以 下 この条 において「誓 約 書 」という。)は、

第 17 号 様 式 のとおりとする。 

３ 条 例 第 24 条 第 ２項 の規 則 で定 める書 類 は、次 に掲 げるとおりとする。 

(1) 条 例 第 23 条 第 １項 の登 録 を受 けようとする者 (以 下 「登 録 申 請 者 」という。)が個 人 であ

るときは、登 録 申 請 者 (当 該 登 録 申 請 者 が未 成 年 者 である場 合 にあっては、当 該 登 録 申 請

者 及 びその法 定 代 理 人 )の住 民 票 抄 本 又 はこれに代 わる書 類 及 び登 録 申 請 者 略 歴 書 (第

18 号 様 式 ) 

(2) 登 録 申 請 者 が法 人 であるときは、登 記 事 項 証 明 書 並 びにその役 員 の住 民 票 抄 本 又

はこれに代 わる書 類 及 び前 号 に規 定 する略 歴 書 (以 下 「略 歴 書 」という。) 

(3) 業 務 主 任 者 (条 例 第 37 条 第 １項 の業 務 主 任 者 をいう。以 下 同 じ。)の住 民 票 抄 本 又

はこれに代 わる書 類 及 び業 務 主 任 者 略 歴 書 (第 19 号 様 式 ) 

(4) 業 務 主 任 者 が条 例 第 37 条 第 １項 各 号 のいずれかに該 当 する者 であることを証 する書

類  

４ 条 例 第 25 条 第 １項 に規 定 する屋 外 広 告 業 者 登 録 簿 (以 下 「屋 外 広 告 業 者 登 録 簿 」とい

う。)は、第 20 号 様 式 のとおりとする。 

５ 条 例 第 25 条 第 ２項 の規 定 による通 知 は、屋 外 広 告 業 者 登 録 済 証 (第 21 号 様 式 )により

行 うものとする。 

６ 条 例 第 27 条 第 １項 の規 定 による届 出 は、屋 外 広 告 業 登 録 事 項 変 更 届 (第 22 号 様 式 )に、

次 の各 号 に掲 げる変 更 の区 分 に応 じ、当 該 各 号 に定 める書 類 を添 付 して行 うものとする。 

(1) 条 例 第 24 条 第 １項 第 １号 に掲 げる事 項 のうち氏 名 又 は名 称 に係 る変 更  個 人 にあっ

ては、住 民 票 抄 本 又 はこれに代 わる書 類 、法 人 にあっては、登 記 事 項 証 明 書  

(2) 条 例 第 24 条 第 １項 第 １号 に掲 げる事 項 のうち住 所 又 は主 たる事 務 所 の所 在 地 に係 る

変 更 個 人 にあっては、住 民 票 抄 本 又 はこれに代 わる書 類 、法 人 にあっては、登 記 事 項 証

明 書  

(3) 条 例 第 24 条 第 １項 第 ２号 に掲 げる事 項 の変 更 (商 業 登 記 の変 更 を必 要 とする場 合 に

限 る。)登 記 事 項 証 明 書  



(4) 条 例 第 24 条 第 １項 第 ３号 に規 定 する役 員 の変 更  登 記 事 項 証 明 書 並 びにその役 員

の住 民 票 抄 本 又 はこれに代 わる書 類 、誓 約 書 及 び略 歴 書  

(5) 条 例 第 24 条 第 １項 第 ４号 に規 定 する法 定 代 理 人 の変 更  変 更 後 の法 定 代 理 人 の住

民 票 抄 本 又 はこれに代 わる書 類 及 び略 歴 書  

(6) 条 例 第 24 条 第 １項 第 ５号 に規 定 する業 務 主 任 者 の変 更  変 更 後 の業 務 主 任 者 の住

民 票 抄 本 又 はこれに代 わる書 類 、第 ３項 第 ３号 の業 務 主 任 者 略 歴 書 及 び第 ３項 第 ４号 に

規 定 する書 類  

７ 条 例 第 29 条 の規 定 による届 出 は、屋 外 広 告 業 廃 業 等 届 (第 23 号 様 式 )により行 うものと

する。 

(屋 外 広 告 業 者 登 録 簿 の閲 覧 ) 

第 19 条  条 例 第 28 条 に規 定 する屋 外 広 告 業 者 登 録 簿 の閲 覧 は、郡 山 市 都 市 開 発 部 開

発 建 築 指 導 課 において行 わせるものとする。 

２ 屋 外 広 告 業 者 登 録 簿 の閲 覧 は、郡 山 市 の休 日 を定 める条 例 (平 成 ２年 郡 山 市 条 例 第 ７

号 )第 １条 第 １項 に規 定 する休 日 を除 く日 の午 前 ８時 30 分 から午 後 ５時 までの間 に行 わな

ければならない。 

３ 屋 外 広 告 業 者 登 録 簿 を閲 覧 しようとする者 は、閲 覧 者 名 簿 に氏 名 、住 所 等 を記 入 しなけ

ればならない。 

４ 前 ３項 の規 定 にかかわらず、屋 外 広 告 業 者 登 録 簿 の作 成 に代 えて電 磁 的 記 録 の作 成 が

されている場 合 にあっては、屋 外 広 告 業 者 登 録 簿 の閲 覧 は、インターネットを利 用 する方

法 並 びに市 長 が別 に定 める場 所 及 び方 法 により行 うものとする。 

(標 識 ) 

第 20 条  条 例 第 32 条 の規 則 で定 める事 項 は、次 に掲 げる事 項 とする。 

(1) 登 録 年 月 日  

(2) 営 業 所 の名 称  

(3) 業 務 主 任 者 の氏 名  

２ 条 例 第 32 条 に規 定 する標 識 は、第 24 号 様 式 のとおりとする。 

(帳 簿 の備 付 け等 ) 

第 21 条  条 例 第 33 条 の規 則 で定 めるものは、次 に掲 げる事 項 とする。ただし、第 ４号 に掲 げ

る事 項 について、当 該 事 項 を容 易 に確 認 できる仕 様 書 及 び図 面 又 は写 真 を添 付 したとき

は、その記 載 を省 略 することができる。 

(1) 注 文 者 の氏 名 及 び住 所 (法 人 にあっては、名 称 及 び主 たる事 務 所 の所 在 地 ) 

(2) 広 告 物 を表 示 し、又 は掲 出 物 件 を設 置 した場 所  

(3) 広 告 物 又 は掲 出 物 件 の名 称 又 は種 類 及 び数 量  

(4) 広 告 物 又 は掲 出 物 件 の形 状 、寸 法 、材 料 、構 造 、面 積 、意 匠 、色 彩 等  

(5) 広 告 物 を表 示 し、又 は掲 出 物 件 を設 置 した年 月 日  

(6) 請 負 金 額  

２ 前 項 各 号 に掲 げる事 項 が電 子 計 算 機 に備 えられたファイル又 は磁 気 ディスク、シー・ディ

ー・ロムその他 の記 録 媒 体 であって一 定 の事 項 を確 実 に記 録 しておくことができるもの(第 ４

項 において「磁 気 ディスク等 」という。)に記 録 され、必 要 に応 じ、営 業 所 において明 確 に紙

面 に表 示 されるときは、当 該 記 録 をもって条 例 第 33 条 に規 定 する帳 簿 (以 下 「帳 簿 」とい

う。)への記 載 に代 えることができる。 

３ 帳 簿 は、広 告 物 の表 示 又 は掲 出 物 件 の設 置 の契 約 ごとに作 成 しなければならない。 



４ 屋 外 広 告 業 者 は、営 業 所 ごとに、帳 簿 (第 ２項 の規 定 による記 録 が行 われた同 項 のファイ

ル又 は磁 気 ディスク等 を含 む。)を広 告 物 の表 示 又 は掲 出 物 件 の設 置 の契 約 の終 了 した

日 の属 する事 業 年 度 の末 日 から５年 間 保 存 しなければならない。 

(屋 外 広 告 業 者 への立 入 検 査 に係 る身 分 証 明 書 ) 

第 22 条  条 例 第 34 条 第 ２項 の身 分 を示 す証 明 書 は、第 25 号 様 式 のとおりとする。 

(講 習 会 等 ) 

第 23 条  条 例 第 36 条 第 １項 の講 習 会 は、次 に掲 げる事 項 について行 うものとする。 

(1) 建 築 士 法 第 ２条 第 １項 の建 築 士 の資 格 を有 する者  

(2) 広 告 物 の表 示 方 法 に関 する事 項  

(3) 広 告 物 又 は掲 出 物 件 の施 工 に関 する事 項  

２ 市 長 は、次 に掲 げる者 に対 しては、前 項 第 ３号 の事 項 に係 る講 習 を免 除 する。 

(1) 建 築 士 法 第 ２条 第 １項 の建 築 士 の資 格 を有 する者  

(2) 電 気 工 事 士 法 (昭 和 35 年 法 律 第 139 号 )第 ２条 第 ４項 の電 気 工 事 士 の資 格 を有 する

者  

(3) 電 気 事 業 法 (昭 和 39 年 法 律 第 170 号 )第 44 条 第 １項 の第 一 種 電 気 主 任 技 術 者 免

状 、第 二 種 電 気 主 任 技 術 者 免 状 又 は第 三 種 電 気 主 任 技 術 者 免 状 の交 付 を受 けている

者  

(4) 職 業 能 力 開 発 促 進 法 (昭 和 44 年 法 律 第 64 号 )に基 づく帆 布 製 品 製 造 取 付 けに係 る

職 業 訓 練 指 導 員 免 許 所 持 者 若 しくは職 業 訓 練 修 了 者 又 は帆 布 製 品 製 造 取 付 けに係 る

技 能 検 定 合 格 者  

３ 市 長 は、講 習 会 を修 了 した者 に対 し、屋 外 広 告 物 講 習 会 修 了 証 書 (第 26 号 様 式 )を交

付 する。 

(講 習 会 修 了 相 当 者 の認 定 ) 

第 24 条  条 例 第 37 条 第 １項 第 ５号 の規 定 による認 定 は、次 の要 件 を満 たす者 について、そ

の者 の申 請 に基 づき行 うものとする。 

(1) 営 業 所 における広 告 物 の表 示 又 は掲 出 物 件 の設 置 に関 する責 任 者 として、申 請 の日

において通 算 ５年 以 上 の経 験 を有 すること。 

(2) 申 請 の日 前 ５年 間 に広 告 物 に関 する法 令 に違 反 したことがないこと。 

２ 前 項 の申 請 は、屋 外 広 告 物 講 習 会 修 了 相 当 者 認 定 申 請 書 (第 27 号 様 式 )に次 に掲 げる

書 類 を添 付 して行 わなければならない。 

(1) 履 歴 書  

(2) 住 民 票 抄 本  

(3) 前 項 各 号 の要 件 を満 たす者 であることを証 する書 面  

3 市 長 は、第 １項 の認 定 をしたときは、申 請 者 に対 して、屋 外 広 告 物 講 習 会 修 了 相 当 者 認

定 証 (第 28 号 様 式 )を交 付 する。 

(福 島 県 の登 録 を受 けた者 に関 する特 例 ) 

第 25 条  条 例 第 39 条 第 ３項 前 段 の規 定 による届 出 は、特 例 屋 外 広 告 業 届 (第 29 号 様 式 )

に次 に掲 げる書 類 を添 付 して行 うものとする。 

(1) 福 島 県 屋 外 広 告 物 条 例 (昭 和 61 年 福 島 県 条 例 第 23 号 )第 23 条 第 １項 の登 録 (同

条 第 ２項 の登 録 の更 新 を含 む。)を受 けたことを証 する書 類 の写 し 

(2) 市 の区 域 内 で営 業 を行 う営 業 所 ごとに選 任 される業 務 主 任 者 に係 る第 18 条 第 ３項 第

４号 に規 定 する書 類  



２ 市 長 は、前 項 の届 出 があったときは、当 該 屋 外 広 告 業 者 に対 し、屋 外 広 告 業 者 登 録 特

例 届 出 済 証 (第 30 号 様 式 )を交 付 するものとする。 

３ 条 例 第 39 条 第 ３項 後 段 の規 定 による届 出 は、特 例 屋 外 広 告 業 届 出 事 項 変 更 届 (第 31

号 様 式 )又 は特 例 屋 外 広 告 業 廃 止 届 (第 32 号 様 式 )により行 うものとする。 

４ 第 １項 第 ２号 に規 定 する業 務 主 任 者 を変 更 したときは、前 項 の特 例 屋 外 広 告 業 届 出 事

項 変 更 届 に、当 該 業 務 主 任 者 に係 る同 号 に規 定 する書 類 を添 付 しなければならない。 

附  則  

 （施 行 期 日 ） 

１ この規 則 は、令 和 ３年 ７月 １日 から施 行 する。ただし、第 12 条 の次 に４条 を加 える改 正 規

定 （第 12 条 の３、第 12 条 の４、第 12 条 の５第 ３項 及 び第 ４項 に係 る部 分 に限 る。）及 び第

23 条 第 ２項 第 １号 の改 正 規 定 並 びに第 １号 様 式 、第 ３号 様 式 、第 ３号 様 式 の２、第 11 号

様 式 及 び第 12 号 様 式 の改 正 規 定 については、令 和 ４年 ７月 １日 から施 行 する。 

 （経 過 措 置 ） 

２ この規 則 の施 行 の際 現 に改 正 前 の様 式 の規 定 に基 づき作 成 されている用 紙 は、当 分 の

間 、所 要 の調 整 をして使 用 することができる。 

 

別表第１(第２条関係) 

１ 道路 

 

路線名 禁止区間 禁止区域 

始点 終点 

高速自動車国

道東北縦貫自

動車道 

郡山市安積町牛庭四丁目20

0番地先 (須賀川市境) 

郡山市喜久田町割田一丁目

１番地先 (本宮市境) 

道路用地の境界線から両側

500メートル以内の区域 

高速自動車国

道東北横断自

動車道いわき

新潟線 

郡山市西田町大田字沼ノ倉

１番５地先 (田村郡三春町

境) 

郡山市西田町大田字舘48番

２地先 (田村郡三春町境) 

道路用地の境界線から両側

500メートル以内の区域 

郡山市西田町木村字仁田沢

109番１地先 (田村郡三春町

境) 

郡山市喜久田町前田沢字北

向24番１地先 (本宮市境) 

郡山市熱海町玉川字牧馬山

１番１地先 (本宮市境) 

郡山市熱海町安子島字鞍手

山２番地先 (耶麻郡猪苗代

町境) 

一般国道288号

郡山東バイパ

ス 

郡山市西田町木村字深田入

22番１地先 (市道根木屋鬼

生田線交差点) 

郡山市富久山町北小泉字山

田18番地先 (県道二本松金

屋線交差点) 

道路用地の境界線から両側

100メートル以内の区域 

県道猪苗代湖

南線 

郡山市湖南町浜路加賀浜99

７番16地先 (耶麻郡猪苗代

町境) 

郡山市湖南町舟津字舟津70

７番地先 (県道舟津福良線

交差点) 

展望可能地域全域 



県道中ノ沢熱

海線 

郡山市熱海町石筵字鉾峠地

内 (耶麻郡猪苗代町境) 

郡山市熱海町石筵字下道56

番1地先 (石筵橋) 

展望可能地域全域 

県道郡山長沼

線 

郡山市安積町荒井字火口内

51番地先 (国道４号バイパ

ス交差点) 

郡山市三穂田町駒屋字石橋

37番６地先 (県道郡山矢吹

線交差点) 

道路用地の境界線から両側

100メートル以内の区域 

県道舟津福良

線 

郡山市湖南町舟津字舟津70

7番地先 (県道猪苗代湖南

線交差点) 

郡山市湖南町舟津字中ノ沢

5133番地先 (県道湖南湊線

交差点) 

展望可能地域全域 

県道須賀川二

本松線 

郡山市日和田町安積山8番１

地先 (安積山公園入口) 

郡山市日和田町高倉字蛇石

１番１地先 (市道44499号交

差点) 

道路用地の境界線から両側

50メートル以内の区域 

県道湖南湊線 郡山市湖南町舟津字中ノ沢

5133番地先 (県道舟津福良

線交差点) 

郡山市湖南町赤津字鵜作77

86番10地先 (会津若松市

境) 

展望可能地域全域 

市道牛庭大槻

線 

郡山市安積町牛庭三丁目25

6番地先 (須賀川市境) 

郡山市大槻町字日向56番３

地先 (市街化区域境) 

道路用地の境界線から両側

100メートル以内の区域 

市道赤沼方八

町線 

郡山市蒲倉町字宮の前１番

地先 (東部ニュータウン入口

交差点) 

郡山市下舘野47番６地先 

(市道下舘野横塚二丁目線

境) 

道路用地の境界線から両側

100メートル以内の区域 

市道喜久田長

橋線 

郡山市喜久田町堀ノ内字地

田東８番９地先 (国道49号

交差点) 

郡山市熱海町下伊豆島字和

久台178番５地先 (西部第二

工業団地入口) 

道路用地の境界線から両側

100メートル以内の区域 

市道下舘野横

塚二丁目線 

郡山市下舘野47番6地先 

(市道赤沼方八町線境) 

郡山市下舘野1番1地先 (市

街化区域境) 

道路用地の境界線から両側

100メートル以内の区域 

 

注 禁止区域については、当該道路から展望できない地域及び家屋連たん地区を除く。 

２ 鉄道 

 

路線名 禁止区間 禁止区域 

東北新幹線 全区間 鉄道用地の境界線から両側500メートルの地域 

その他の路線 全区間 鉄道用地の境界線から両側100メートルの地域 

 

注 禁止区域については、都市計画法(昭和43年法律第100号)第５条に規定する都市計画区域、当該

鉄道から展望できない地域及び家屋連たん地区を除く。 

 

 



別表第２(第４条関係) 

1 道路 

 

路線名 許可区間 許可区域 

始点 終点 

高速自動車国

道東北縦貫自

動車道 

郡山市安積町牛庭四丁目20

0番地先 (須賀川市境) 

郡山市喜久田町割田一丁目

１番地先 (本宮市境) 

道路用地の境界線から両側

1000メートル以内の区域 

高速自動車国

道東北横断自

動車道いわき

新潟線 

郡山市西田町大田字沼ノ倉

１番５地先 (田村郡三春町

境) 

郡山市西田町大田字舘48番

２地先 (田村郡三春町境) 

郡山市西田町木村字仁田沢

109番１地先 (田村郡三春町

境) 

郡山市喜久田町前田沢字北

向24番１地先 (本宮市境) 

郡山市熱海町玉川字牧馬山

１番１地先 (本宮市境) 

郡山市熱海町安子島字鞍手

山２番地先 (耶麻郡猪苗代

町境) 

一般国道4号 郡山市安積町笹川字彼岸塚

36番３地先 (須賀川市境) 

郡山市日和田町高倉字下杉

下１番２地先 (本宮市境) 

一般国道49号 郡山市田村町田母神字闇沢

155番13地先 (石川郡平田

村境) 

郡山市熱海町安子島字桜橋

１番地先 (耶麻郡猪苗代町

境) 

 郡山市富久山町久保田字上

野46番１地先 (国道4号交差

点) 

郡山市富久山町北小泉字山

中96番１地先 (田村郡三春

町境) 

一般国道288号 郡山市舞木町間明田156番２

地先 (田村郡三春町境) 

郡山市舞木町宮ノ前113番

地先 (田村郡三春町境) 

 郡山市西田町大田字坊屋敷

76番１地先 (田村郡三春町

境) 

郡山市西田町大田字宮木田

39番２地先 (田村郡三春町

境) 

県道郡山湖南

線 

郡山市堂前町74番２地先 

(国道4号交差点) 

郡山市湖南町三代字御代11

15番４地 (国道294号交差

点) 

県道本宮熱海

線 

郡山市熱海町安子島字下平

124番地先 (本宮市境) 

郡山市熱海町熱海三丁目13

5番147地先 (国道49号交差

点) 

県道中ノ沢熱

海線 

郡山市熱海町石筵字下道56

番1地先 (石筵橋) 

郡山市熱海町熱海一丁目94

番８地先 (県道本宮熱海線

交差点) 



県道郡山矢吹

線 

郡山市喜久田町字松ヶ作16

番地先 (国道49号交差点) 

郡山市三穂田町野田字神鳴

山14番6地先 (須賀川市境) 

県道郡山大越

線 

郡山市大町二丁目68番地先

 (国道4号交差点) 

郡山市白岩町字美名美234

番1地先 (田村郡三春町境) 

県道磐梯熱海

停車場線 

郡山市熱海町熱海一丁目96

番地先 (市道熱海四丁目2

号線交差点) 

郡山市熱海町熱海一丁目27

7番地先 (県道本宮熱海線

交差点) 

市道熱海四丁

目2号線 

郡山市熱海町熱海四丁目10

9番地先 (県道磐梯熱海停

車場線交差点) 

郡山市熱海町熱海四丁目16

1番地先 (国道49号交差点) 

一般国道294号 郡山市湖南町三代字銅ヶ嶺

3346番12地先 (須賀川市

境) 

郡山市湖南町赤津字土橋66

67番6地先 (会津若松市境) 

県道本宮三春

線 

郡山市西田町土棚字建石13

6番1地先 (本宮市境) 

郡山市西田町高柴字漆方11

6番地先 (田村郡三春町境) 

 

注 許可区域については、当該道路から展望できない地域及び別表第1の1道路の表の禁止区域を除

く。 

2 鉄道 

 

路線名 許可区間 許可区域 

市内全線 全区間 鉄道用地の境界から両側1000メートルの地域 

 

注 許可区域については、当該鉄道から展望できない地域及び別表第1の2鉄道の表の禁止区域を除

く。 

 

 

 

 

 

 

 



別表第３(第７条関係) 

 

区分 種類 一般基準 共通基準 

条例第７

条第１号 

巻きたて看

板 

ア 縦1.8メートル以下であること。 

イ 下端の高さが地表から1.2メートル以上

で、かつ、上端の高さが4.5メートル以下

であること。 

次に指定する色は、使用しないこ

と。ただし、その色が表示面積の2分

の1以下の場合は、この限りでない。 

黒色(光沢のあるもの) 

赤色(マンセル値7.5R4.5／15) 

黄色(マンセル値7.5Y7.5／14) 

そで看板 ア 幅が0.5メートル以下で、かつ、長さが1.

2メートル以下であること。 

イ 地上から下端までの高さが歩道上では

2.5メートル以上、歩車道の区別のない道

路では4.5メートル以上であること。 

ウ 原則として道路中央側に向けて表示し

ないこと。 

条例第7

条第２号 

案内広告物 ア 道路からの入口等から50メートル以内の

場所に２個以内ですべての表示面積が４

平方メートル以下及び150メートル以上25

0メートル以内の場所に2個以内ですべて

の表示面積が4平方メートル以下であるこ

と。 

イ 広告物相互の距離は、２メートル以上で

あること。 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第４(第８条関係) 

 

種類 許可の基準 期間 摘要 

簡易広告

物 

はり紙 建物その他の物件の壁面にはり

付けて表示する場合において、同一

壁面に連続してはり付けるときにあっ

ては、当該はり紙の表示内容が同一

のものであると異なるものであるとを

問わず、連続してはられたはり紙の

面積が１平方メートル以下であるこ

と。 

１月以内  

はり札等 (1) 表示面の面積が0.5平方メート

ル以下であること。 

(2) 建物その他の物件の壁面にはり

付けて表示する場合において、同

一壁面に連続してはり付けるとき

にあっては、当該はり札の表示内

容が同一のものであると異なるも

のであるとを問わず、連続してはら

れたはり札の面積が1平方メートル

以下であること。 

1月以内  

立看板等 上端の高さが３メートル以下で、か

つ、表示面積が５平方メートル以下

であること。 

３月以内  

広告幕 (1) 建物その他の物件の壁面を利

用して表示する場合は、幅が1.8メ

ートル以下で、かつ、長さが20メー

トル以下であること。 

(2) 道路を横断する場合は、その下

端が路面から4.5メートル以上であ

ること。 

１月以内 布、ビニール等の幕状のもの

で、建物、工作物等に両端を固定

し掲出するもの(1月以上表示する

テント幕等広告物類は除く。) 

広告旗 １面の表示面積が２平方メートル

以下であること。 

1月以内  

特殊広告

物 

アドバルー

ン 

(1) 広告物の幅が1.5メートル以下

で、かつ、長さが15メートル以下で

あること。 

(2) 地表から気球先端までの垂直

距離が45メートル以下であること。 

１月以内 気球を利用して表示するもの 

固定広告

物 

電柱等利用

広告物 

  電力柱、電信電話柱、街路灯柱

等を利用して設置するもの 



 巻きたて

看板 

(1) 縦1.8メートル以下であること。 

(2) 下端の高さが地表から1.2メート

ル以上で、かつ、上端の高さが4.5

メートル以下であること。 

２年以内 電力柱、電信電話柱、街路灯柱

等を利用して巻き付けるもの 

そで看板 (1) 幅が0.5メートル以下で、かつ、

長さが1.2メートル以下であること。 

(2) 地上から下端までの高さが、歩

道上では2.5メートル以上、歩車道

の区別のない道路では4.5メートル

以上であること。 

(3) 原則として道路中央側に向けて

表示しないこと。 

２年以内 電力柱、電信電話柱、街路灯柱

等を利用して添架するもの 

広告板   建植し又は建物その他の工作

物及びこれら以外の物件を利用し

て表示又は設置するもの及びこれ

らに類するもので、柱状又は塔状

以外のもの 

 建植広告

板 

1 一面の表示面積が30平方メート

ル以下であること。 

2 道路用地の境界から、広告物の

高さと同じ距離を離して設置する

こと(家屋連たん地区若しくは都市

計画法第８条第1項に規定する用

途地域(以下「用途地域」という。)

に設置されるもの又は自己用とし

て設置されるものを除く。)。 

３ 道路又は鉄道に対し垂直方向に

並べて設置する場合、建植広告

板及び建植広告塔相互間の距離

は、３メートル以上であること。 

４ 道路又は鉄道に対し水平方向に

並べて設置する場合、建植広告

板及び建植広告塔相互間の距離

は50メートル以上、東北新幹線、

高速自動車国道の沿線では200メ

ートル以上であること(家屋連たん

地区若しくは用途地域に設置され

るもの又は自己用として設置され

るものを除く。)。 

２年以内 支柱が土地に定着するもので柱

状又は塔状以外のもの 



壁面利用

広告板 

(1) すべての表示面積が50平方メ

ートル以下で、かつ、表示壁面面

積の2分の1以下であること。 

(2) 広告板の上端は、表示壁面の

上端を超えないこと。 

２年以内 壁面利用広告板及び壁面利用広

告で建築物の外壁面を利用して表

示し、又は設置するもの（壁面か

ら突き出すものを除く。） 

 

壁面突出

広告板 

(1) 表示面積が50平方メートル以下

であること。 

(2) 壁面からの突き出し幅は、２メー

トル以下で、道路上には0.5メート

ル以上(歩道がある場合１メートル

以上)突き出さないこと。 

(3) 地上から下端までの高さが、歩

道上では2.5メートル以上、歩車道

の区別のない道路では4.5メートル

以上であること。 

２年以内 建築物の外壁面から突き出して

設置するもの 

屋上利用

広告板 

(1) 高さが10メートル以下であるこ

と。 

(2) すべての表示面積が50平方メ

ートル以下であること。 

２年以内 建築物の屋上を利用して設置

するもの 

アーケー

ド利用広

告板 

(1) 路面から下端までの高さが、車

道上では4.5メートル以上、歩道上

では2.5メートル以上であること。 

(2) １面の表示面積が1平方メートル

以下であること。 

(3) 同一アーケード内においては、

同種のものは同一の規格によるこ

と。 

２年以内 アーケードを利用して設置する

もの 

車体外面

広告物 

蛍光、発光又は反射を伴う素材を

使用しないこと。 

２年以内 自動車又は電車の外面を利用

して表示し、又は設置するもの 

テント幕等

広告物 

表示面積が50平方メートル以下で

あること。 

２年以内 １月以上の長期にわたってテン

ト幕等を利用して表示するもの 

広告塔   建植し又は建物その他の工作

物を利用して表示し、又は設置す

るもので、柱状又は塔状の立体的

なもの 



 建植広告

塔 

(1) 高さが20メートル以下であるこ

と。 

(2) １面の表示面積が30平方メート

ル以下で表示面積が120平方メー

トル以下であること。 

(3) 道路用地の境界から、広告物の

高さと同じ距離を離して設置する

こと(家屋連たん地区若しくは用途

地域に設置されるもの又は自己用

として設置されるものを除く。)。 

(4) 道路又は鉄道に対し水平方向

に並べて設置する場合、建植広

告塔及び建植広告板相互間の距

離は50メートル以上、東北新幹

線、高速自動車国道の沿線では2

00メートル以上であること(家屋連

たん地区若しくは用途地域に設置

されるもの又は自己用として設置

されるものを除く。)。 

２年以内 支柱が土地に定着するもので柱

状又は塔状のもの 

屋上利用

広告塔 

高さが20メートル以下であること。 ２年以内 建築物の屋上を利用して設置

するもの 

アーチ広告

物 

地表から脚柱以外の部分の下端

までの高さが、歩道上で2.5メートル

以上、車道上で4.5メートル以上であ

ること。 

２年以内 堅固な材料を使用して作製さ

れ、道路を横断して建植されたも

の 

 


